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日本では，人口減少社会に突入しており，その解決策として「コンパクト+ネットワーク」施策が展開

されている．そこでは，各拠点へ機能の誘導や，その拠点への公共交通の担保が重要となっており，鉄道

駅の多くが市町村 MP にて駅拠点として位置づけられている．その市町村 MP の策定範囲は，自市町村内

の範囲内での策定となっているが，鉄道駅は行政境界付近に生活圏や駅勢圏が形成されている地域もある．

そのため，市町村における駅の位置の地理的特徴を把握した上，市町村 MP における駅拠点位置づけの実

態を探り，その特徴と課題を明らかにし，今後の市町村 MP のあり方を示すことが有用である．そして，

自市町村内が策定範囲である市町村 MP での駅拠点位置づけにて，他市町村の駅を駅拠点として位置づけ

る先進的かつ特徴的な市町村があることが判明した． 
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1. 研究背景と目的 
 
日本では，少子高齢化により人口減少社会に突入して

いる．そして，まちづくりの分野では人口減少社会の問

題解決策として「コンパクト+ネットワーク」があり，

各拠点へ機能の誘導や，その拠点への公共交通の担保が

重要となっており，特に公共交通結節点でもある鉄道駅

の多くが拠点として位置づけられている．その駅拠点に

ついては，一般的に都市計画マスタープランと呼ばれる

「市町村の都市計画に関する基本的な方針」（都市計画

法第 18 条の 2，市町村マスタープラン，以下，市町村

MP）に位置づけられている．この市町村 MP の策定範

囲は，自市町村内の範囲内での策定となっているが，鉄

道駅は行政境界付近に生活圏や駅勢圏が形成されている

地域もある．そのため，市町村における駅の位置の地理

的特徴を把握した上，市町村 MPにおける駅拠点位置づ

けの実態を探り，その特徴と課題を明らかにし，今後の

市町村MPのあり方を示すことが有用であると考える． 
そこで本研究では，駅の地理的特徴を把握した後，市

町村 MPにおける駅拠点位置づけ有無と駅の立地特性・

駅の乗降客数・駅の優等性・市町村内の駅の数・各市町

村住民の駅利用実態など様々なデータとの比較から，市

町村 MPにおける駅拠点位置づけの実態を解明するとと

もに，その拠点の特性について考察することを目的とす

る．なお本研究では，生活圏の範囲を 2018 年の東京都

市圏パーソントリップ調査（以下，東京 PT）対象の市

町村を研究対象とする． 
 

2. 既存研究 
 
既存研究として森本ら 1)は，市町村 MP の将来都市構

造図をつなぎ合わせ市町村 MP連携図を作成し，都市計

画の実態を視覚的にとらえたうえで，「コンパクト+ネ
ットワーク」の実現に向けて，広域的な視点で都市計画

の整合性が保たれているかという実態把握をしている． 
下山ら 2)は，市町村 MP における拠点階層について広

域的な観点から実態を把握し，計画における拠点階層と

実態から見たときの拠点階層が市町村ごとに以下に異な

るのかを明らかにしている． 
石原ら 3)は，市町村 MP に位置づけられているすべて

の地域拠点について分析し，自治体が地域拠点に求めて

いる役割を明らかにしている他，地域拠点が受け持つエ

リアの階層性を明らかにし，そのエリア特性ごとに中心

施設の位置づけ方を整理することで，都市毎の地域拠点
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の位置づけ方針を明らかにしている． 
肥後ら 4)は，市町村 MP の将来都市構造において提示

された拠点の設定実態を時系列的な視点も踏まえて把握

している他，実空間上で各拠点にどれだけの都市サービ

スが施設が実態として展開しているかを客観的な数値情

報をもとに把握し，特徴的な都市におけるこれらの空間

分布を把握することも合わせ，今後の方向性について言

及している． 
越川ら 5)は，実際の市町村 MP を対象とし，コンパク

トシティ政策を構成する多岐に渡る分野ごとにコンパク

トシティが記述されているのかを追跡し，各分野におけ

る代表的な評価基準に着目し，実際の評価指標値に改善

の兆しが生じているかを吟味，これらを踏まえコンパク

トシティの記述の有無とその評価に関する乖離の実態を

定量的に明らかにしている． 
本研究では，これらの既存研究とは異なり，東京 PT

内の鉄道駅における，市町村 MPでの駅拠点位置づけの

有無を様々な観点のデータから調査を行い，駅拠点位置

づけの実態把握を行った上で，駅拠点の特性について考

察していく． 
 
3. 研究方法 
 
(1). 前提条件 
a) 駅勢圏 
本研究では，駅は住民の日常生活の重要な拠点である

ことから，小学校や近隣公園を中心とする住宅地の基本

的な単位である近隣住区モデルと同様に，半径 500m を

駅勢圏に設定する．この設定した駅勢圏に基づき駅の所

在関係を明らかにする． 
 
b) 所在駅と近接駅 
 本研究における駅の地理的特性の把握で使用する言葉

の定義として，ある市町村から見た時，実際にその市町

村内に所在する駅を所在駅，その市町村内に駅が所在し

ないものの，他市町村の駅にて設定した駅勢圏内に行政

境界が近接している場合の駅を近接駅とする． 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 駅勢圏と所在駅・近接駅の関係 

 
(2) 研究の流れ 
まず，研究対象となった全 1,461 駅の所在都市と近接都

市の市町村 MPから駅拠点位置づけの有無を調査する．

次に，この駅拠点位置づけ有無の調査結果と駅の乗降客

数，駅の停車種別・乗換駅，各都市の所在駅の数，駅の

立地特性から，市町村 MPにおける駅拠点位置づけの実

態把握を行う． 
そして，駅拠点位置づけの実態を踏まえた上，東京 PT
の結果から実際の各市町村の住民の駅利用実態を把握し，

市町村MPでの駅拠点の特性を考察する． 
 
 
 
 
 
 

図-2 研究の流れ 

 
(3) 研究方法 
a) 使用データ 
① 各市町村HPに掲載されている市町村MP（特別区を

含む）6) 
② 駅の地理的位置づけや駅勢圏：国土地理院地図 7) 
③ 令和 2年度駅乗降客数：国土数値データ 8) 
④ 駅停車種別等：各鉄道会社 HP に記載されている路

線図とダイヤ情報 9) 
⑤ 市区町村別鉄道トリップ数：2018年東京 PT10) 
 

b) 駅拠点位置づけ有無の調査 
 以下に駅拠点位置づけ有無の評価プロセスを明記する．

図-3に示すように，市町村 MPでの駅拠点位置づけ有無

の調査は，各市町村の HP から調査を行う．本研究では，

市町村 MPの全体構想における将来都市構造での駅拠点

位置づけを対象とし，全体構想の項目がない場合，市町

村MP全体から駅拠点位置づけ有無の調査を行う． 
 
 
 
 
 

図-3 駅拠点位置づけ有無調査プロセス 

 
c) 駅の立地特性による区分 
 市町村の端と市町村の中心では駅に対する駅勢圏の考

え方が変化すると考え，駅の立地特性の調査を行う． 
駅の立地特性については，図-4の 4種類のように各市町

村からの位置によって区分をする． 
 
 
 

駅勢圏 所在駅と近接駅の考え方
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図-4 駅の立地特性による区分 

 
d) 駅の優等性による区分 
鉄道会社の定める速達性による駅の重要性と市町村

MP の拠点位置づけに関連性があると考え，表-1 に示す

4 種類に駅を区分し，各鉄道会社のホームページより停

車種別数を調査する．また，複々線で平行運行を行う区

間では 1つの路線とみなし調査を行う．なお，新幹線を

除く有料列車は対象外とする． 
 

表-1 停車種別等駅の優等性による区分 

 
 
 
 
 

e) 住民の駅利用実態の把握 
 住民の駅利用実態の把握方法として，東京 PT での市

区町村別鉄道乗降トリップを使用する．また，各市町村

住民の駅利用実態は，以下の式で算出する． 
 

 

 
4. 研究結果 
 
(1) 駅の立地特性と駅拠点位置づけ 
まず，所在駅と近接駅の関係より駅の立地関係を見て

いく．図-5に示すように市町村ごとに駅の立地特性で駅

を 4 つに区分し集計していくと，全 1,461 駅中 1 つの市

町村内で完結する単独都市駅に該当する駅が 971駅，自

市町村の駅の駅勢圏内に他市町村が近接する他都市近接

駅に該当する駅が 410駅，複数の市町村に跨って立地す

る行政境駅に該当する駅が 162駅，自市町村内に駅は所

在しないものの他市町村の駅の駅勢圏内に行政境が近接

する都市外近接駅に該当する駅が 493駅であった．この

ように市町村ごとに駅がどのように立地しているかを見

ると，駅は 1つの市町村内で駅勢圏が形成されているだ

けではなく，複数の市町村で駅勢圏を形成している駅も

数多く存在していることが分かる． 
 

 
 
 
 
 

 
図-5 市町村ごとに区分した駅の立地状況 

 
 次に，駅の立地関係を踏まえ駅拠点位置づけの有無の

結果を見ていくと，図-6で示すように単独都市駅の駅拠

点位置づけありが 693 駅の都市で全体の 76.0%の割合で

あり，他都市近接駅の駅拠点位置づけありは，317 駅の

都市で 83.4%，行政境駅が 107 駅の都市で 67.7%であっ

た．自都市以外の駅である都市外近接駅の場合では，27
駅の都市で全体の5.9%が駅拠点として市町村MPで位置

づけが行われている結果となった． 
このように，所在駅では都市の隅である行政境駅の駅

拠点位置づけありの割合が 1番低くなっており，近接駅

の都市外近接駅では駅拠点位置づけありの割合が著しく

低くなっていることが分かる．行政境駅の駅拠点位置づ

けありの割合が所在駅の中で 1番低くなっていることは，

都市の端という駅の立地は拠点性を考える指標につなが

っていた．また，単独都市駅が 2番目に低くなっており，

周りに近接都市がないように，面積が大きい都市に単独

都市駅が多いことから駅拠点位置づけ割合が 2番である

と考える．都市外近接駅の駅拠点位置づけありの割合が

5.9%の点は，この割合が著しく低いわけではなく，都市

ごとに定める都市計画の基本である市町村 MPにおいて，

行政境界を越えた都市の骨格を考えている先進的かつ特

徴的な事例を把握することができた． 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 駅の立地特性と駅拠点位置づけの関係 

 
(2) 駅の乗降客数と駅拠点位置づけ 
次に，駅乗降客数と駅拠点位置づけの関係性を見てい

く．図-7で示すように所在駅では，乗降客数非公開等の

区分 単独都市駅 他都市近接駅

凡例図

説明 駅勢圏内に他の都市が存在しない駅 駅勢圏内に他の都市が近接する駅

区分 行政境駅 都市外近接駅

凡例図

説明 他の都市との行政境上に立地する駅
対象都市内には立地しないものの，500m
圏内に立地する駅

停車種別等による区分
各停駅
優等駅
乗換駅

新幹線駅

区分内容
・ 各駅停車の種別のみが停車する駅

・ 他の路線との乗換が行われている駅
・ 新幹線が停車する駅

・ 各駅停車以外の速達列車が停車する駅
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0 の駅で駅拠点位置づけありが 30 駅で 42.9%，~5,000 人

までの駅が 153駅で 55.6%，~10,000人までの駅が 131駅
で 79.9%，~50,000人までの駅が 586駅で 84.0%，~100,000
人までの駅が 128 駅で 86.5%，~200,000 人までの駅が 59
駅で 90.8%，200,000 人より乗降客数が多い駅の都市では，

すべての駅で駅拠点位置づけが行われていた．このよう

に，所在駅の駅拠点位置づけでは乗降客数が増加するご

とに駅拠点位置づけありの割合が増加しており，駅乗降

客数の人数が駅の拠点性を考える 1つの指標になってい

ることが分かる． 
また，図-8 で示す近接駅では，~10,000 人より乗降客

数が多い駅の都市より駅拠点位置づけを行う都市が増え

ており，近接駅においても駅乗降客数が拠点性を考える

1つの指標になっていることが読み取れる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 駅乗降客数と駅拠点位置づけの関係（所在駅） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 駅乗降客数と駅拠点位置づけの関係（近接駅） 

 
(3) 駅の優等性と駅拠点位置づけ 
次に，駅の停車種別数・乗換駅等の駅の優等性の区分

と駅拠点位置づけ有無の関係性を見ていく．図-9で示す

ように所在駅では，各停駅の駅拠点位置づけありが 492
駅で 67.3%，優等駅の駅拠点位置づけありは 357 駅で

90.8%，乗換駅の駅拠点位置づけありが 261駅で 81.8%，

新幹線駅の駅拠点位置づけありが 7 駅で 100%と各停駅

の駅拠点位置づけありの割合が他の区分よりも大きく低

いことが分かる．このように，各駅停車のみの停車駅の

各停駅の駅拠点位置づけありの割合が 1番低く，速達性

の高い優等列車の停車する優等駅が駅拠点位置づけあり

の割合が 1番高いように，各鉄道会社の定める優等列車

の停車等の駅の重要性が高い駅と各市町村 MPでの拠点

性を考える要素に関係性があることが読み取ることがで

きる． 
 また，図-10 に示す近接駅においても駅拠点位置づけ

ありの傾向で同様の傾向が言え，近接駅においても拠点

性を考える上で各鉄道会社の優等種別などが要素になっ

ていることが分かる． 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-9 駅の優等性と駅拠点位置づけの関係（所在駅） 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 駅の優等性と駅拠点位置づけの関係（近接駅） 

 
(4) 市町村内の駅の数と駅拠点位置づけ 
次に，各都市の所在駅の数と駅拠点位置づけ有無の関

係性について見ていく．図-11 で示すように，所在駅の

駅拠点位置づけありの割合では，所在駅が 1駅の市町村

は駅拠点位置づけありが 23 駅で 100%，2~5 駅の市町村

では 193駅で 89.8%，6~10駅の市町村では 207駅で 75.8%，

11~25駅の市町村では 359駅で 74.2%，26~50駅の市町村

では 210 駅で 76.9%，51 駅以上の市町村では 125 駅で

68.7%であった．このように所在駅では，1駅のみ立地す

る市町村と 2~5駅が立地する市町村のあまり自市町村内

に駅が所在しない市町村の駅の方が駅拠点位置づけを多

く行っていることが分かった．6 駅以上が立地するなど

多くの駅が所在する大きな市町村では，所在駅数が少な

い市町村よりも拠点性を大きな駅に集約しているため駅

拠点位置づけありの割合が低くなっていると考える． 
近接駅の場合では，図-12 で示すように，所在駅がない

市町村と 51 駅以上の市町村では駅拠点位置づけありの

割合が0%，1つの所在駅の都市では2駅で13.3%，2~5駅
では 4駅で 5.6%，6~10駅では 3駅で 4.1%，11~25駅では

15駅で 8.2%，20~50駅では 3駅で 3.7%であった．近接駅

では所在駅が 1駅の都市が駅拠点位置づけありの割合が
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1 番高かったものの母数が少ないこともあり，あまり所

在駅数との関係性は得られなかったと考える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-11 市町村内の駅の数と駅拠点位置づけ（所在駅） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 市町村の駅の数と駅拠点位置づけ（近接駅） 
 

(5) 市町村ごとの各駅利用割合と駅拠点位置づけ 
 最後に，市町村ごとの各駅利用割合と市町村 MPでの

駅拠点位置づけの関係性について見ていく．東京 PT の

鉄道乗降トリップで把握した各市町村の住民の駅利用実

態と比較を行うと，図-13 で示すように所在駅では，駅

利用割合が 0%の駅の駅拠点位置づけでは 26 駅の 29.2%，

駅利用割合が 0%~5%までの駅が 520駅で 70.7%，駅利用

割合が5%~10%までの駅が201駅で88.2%，駅利用割合が

10%~20%までの駅が 153 駅で 90.5%，駅利用割合が

20%~30%までの駅が 66 駅で 94.3%，駅利用割合が

30%~50%までの駅が 68駅で 94.4%，50%より多い駅利用

割合では全ての駅で駅拠点位置づけが行われていた． 
 また，図-14 で示すように近接駅の場合でも，駅利用

割合が 0%の駅では駅拠点位置づけがなく，駅利用割合

が 0%~5%の駅では駅拠点位置づけが 15 駅で 4.9%，

5%~10%の駅では 5 駅で 15.6%，駅利用割合が 10%~20%
の駅では 2駅で 14.3%，駅利用割合が 20%~30%の駅では

5 駅で 45.6%であるように駅利用割合が高くなるにつれ

駅拠点位置づけ割合も増加している，しかし，30%より

多くの駅利用割合がある駅では駅拠点位置づけがなかっ

た．このように，自市町村内の駅である所在駅，他市町

村の駅である近接駅共に自市町村内の住民の駅利用割合

が高い駅程，市町村 MPでの駅拠点位置づけも多く行わ

れていることが分かる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-13 駅利用割合と駅拠点位置づけの関係（所在駅） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-14 駅利用割合と駅拠点位置づけの関係（近接駅） 

 
 また，この他市町村の駅である近接駅を駅拠点とする

27 駅の市町村では，その近接駅がその市町村において

どのような駅なのかに関して，調査した駅利用割合を市

町村ごとに駅とその割合をまとめて以下に示す． 
 図-15 に示す国分寺市では，自市町村を越え他市町村

である国立市の駅である国立駅を市町村 MPにて駅拠点

として位置づけを行っているが，その国立市の国立駅は，

国分寺市民の駅利用割合が 21.0%と自市町村内の駅であ

る国分寺駅や西国分寺駅と並んで非常に国分寺市民の利

用割合が高い駅であることが分かる． 
 図-16 に示す新座市では，他市町村での駅である西東

京市のひばりヶ丘駅を新座市の市町村 MPにて駅拠点と

しているが，その西東京市のひばりヶ丘駅は，新座市民

の 27.3%が利用しており，自市町村の駅である新座駅や

志木駅と並んで非常に新座市民の利用割合が高い駅であ

ることが分かる． 
 このように，他市町村の駅である近接駅を駅拠点とす

る 27 駅の市町村では，自市町村の駅と同等に自市町村

の利用者がいる近接駅が駅拠点として位置づけられてお

り，駅拠点を位置づける際に駅勢圏や生活圏単位で都市

の将来像を考えている結果であると考える． 
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図-15 国分寺市の市町村MPと駅利用割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-16 新座市の市町村MPと駅利用割合 

 
5. まとめ 
 これらのように，東京 PT 対象範囲内の市町村の駅は，

市町村ごとに駅の立地を区分すると，単独都市駅の他に

他都市近接駅，行政境駅，都市外近接駅も多く存在し，

駅は 1つの市町村だけで駅勢圏が形成されているだけで

はなく，複数の市町村が関係しあって駅勢圏を形成して

いる駅も数多く存在することが分かる． 
また，市町村 MPでの駅拠点位置づけの有無と様々な

データとの比較から市町村 MPでの駅拠点位置づけの実

態を見ていくと，駅の立地特性との関係では，複数の市

町村に跨る行政境駅や自市町村外である都市外近接駅な

ど駅の立地が市町村の端や他市町村など市町村の外に近

いほど駅拠点位置づけ割合が低くなっていた．駅乗降客

数との関係では，自市町村の駅である所在駅，他市町村

の駅である近接駅共に駅乗降客数が増加するごとに駅拠

点位置づけの割合も増加していた．駅の優等性との関係

では，速達種別が停車する優等駅や他路線との乗換があ

る乗換駅，新幹線駅など各鉄道会社の中でも重要性の高

い駅の方が各駅停車のみが停車する各停駅より駅拠点位

置づけ割合が高く推移していた．自市町村内の駅の数と

の関係を見ると，自市町村内の駅が多い市町村では駅が

少ない市町村よりも駅拠点位置づけ割合が低く，大きい

駅に拠点性を集約していることが考えられる．市町村ご

との駅利用実態との関係では，各市町村の駅の中でも住

民の駅利用割合の高い駅程駅拠点として位置でけられて

いることが読み取ることができる．このように，市町村

MP での駅拠点位置づけは，様々な観点から拠点性を考

えている実態があった他，駅の立地特性から判明した自

市町村を越え他市町村の駅を駅拠点とする 27 駅は市町

村 MPにおいて先進的かつ特徴的な事例であると考える． 
また，この他市町村の駅である近接駅 27 駅を駅拠点

とする市町村においてこれらの駅は，他市町村の駅なが

ら自市町村内の駅と同等に自市町村住民の多くの利用割

合がある駅であり，これらの市町村では市町村 MPでの

駅拠点位置づけが生活圏や駅勢圏単位で市町村 MPでの

将来都市構造考えていることが他市町村の駅においても

自市町村で駅拠点として位置づけている要因になってい

ると考える．しかし，このような他市町村の駅を駅拠点

とする事例は，27駅とまだまだ少ない． 
鉄道駅は，まちづくりにおいて今後も重要な都市の拠

点となり続けると考える．そのような中で，駅は 1つの

市町村内だけではなく，多くの駅が複数の市町村が関係

しあって駅勢圏を形成しており，住民もそのような中で

日常生活を送っている．このような現状を踏まえ，さら

に良い将来都市構造を考える上で他市町村の駅である近

接駅を駅拠点とする 27 駅の都市の事例は重要であり，

このような事例を増やすため，都市計画運用指針等で市

町村 MPでの策定範囲を市町村単位だけではなく，行政

境界を越え生活圏単位や駅勢圏単位で将来都市構造を考

えるよう促していくことが良いと考える．また，行政境

界を越えるという観点では，都道府県等が定める都市計

画法第 6条の 2に基づく都市計画区域マスタープランの

駅拠点の位置づけを明らかにすることが必要であること

から，今後は都市計画区域マスタープランへの駅拠点の

位置づけの確認を行う． 
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